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�愛媛県告示第２１７４号
久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補

助土地改良事業（農道）・沢渡先場地区）の施行は、適当と

認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６

条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定によ

り、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１６年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）

・沢渡先場地区）計画書の写し

� 久万高原町営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に

関する条例の写し

２ 縦覧期間

平成１６年１０月２７日から１１月２５日まで

３ 縦覧場所

久万高原町役場
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�愛媛県告示第２１７５号
久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補

助土地改良事業（かんがい排水）・中村地区）の施行は、適

当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第９６条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定

により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１６年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・中村地区）計画書の写し

� 久万高原町営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に

関する条例の写し

２ 縦覧期間

平成１６年１０月２７日から１１月２５日まで

３ 縦覧場所

久万高原町役場

�愛媛県告示第２１７６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成１６年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

告 示

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１５）第１５３１６号 平成１５年
５月３０日 �戸田産業 戸田 浩文 西条市古川甲３２３－１０ 平成１６年

９月１日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業
しゅんせつ工事業
造園工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１１）第１３００５号 平成１２年
３月２２日 大野建設 大野 昭男 北条市和田甲３７１－１ 平成１６年

９月１日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１４）第１５１６９号 平成１４年
１０月３０日 �ミリュウ 田坂 和伸 松山市南吉田町１４１１－

１２
平成１６年
９月８日

土木工事業
管工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１３）第６５１６号 平成１３年
１２月２日 �阿部建営 阿部 安男 越智郡大西町大字宮脇

甲１２９７－５
平成１６年
９月１０日

土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－１３）第１４９２８号 平成１４年
２月８日 �ＤＡＳＨ 山本 武彦 松山市古川南２－４－

１６
平成１６年
９月１０日

大工工事業
屋根工事業
タイル・れんが・ブロッ
ク工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止
（一部廃業）

毎週（火・金）曜日発行 第１６０４号 平成１６年１０月２６日

平成１６年１０月２６日火曜日 第１６０４号

愛 媛 県 報

１０７７
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�愛媛県告示第２１７７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２１７８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２１７９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１６年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（般－１４）第８５６３号 平成１４年
１２月３日 �カンセイ 長岡 広城 松山市北土居町１７９－

２１
平成１６年
９月１３日 建築工事業 建設業の廃止

（一部廃業）

（般－１１）第１４３６０号 平成１１年
１０月１２日

�日之出設計補償コン
サルタント 小野川裕海 松山市天山３－７－２０ 平成１６年９月１３日

土木工事業
建築工事業
管工事業

建設業の廃止

（般・特－１２）
第１５１７号

平成１２年
８月１日 �広田建設 成田 照義 伊予郡広田村総津５８３ 平成１６年

９月１５日 建築工事業 建設業の廃止
（一部廃業）

（特－１４）第１９７３号 平成１４年
１０月９日 �玉井組 玉井 明人 東予市壬生川５９１ 平成１６年

９月１４日

土木工事業
建築工事業
とび・土工工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１２）第７３９６号 平成１２年
１１月２１日 三浦建設 三浦 辨好 南宇和郡城辺町緑甲２３

６
平成１６年
９月１５日 建築工事業 建設業の廃止

（法人成り）

（般－１５）第１５３３４号 平成１５年
６月１７日 �鳥山 鳥山 幸男 伊予郡松前町大字永田

９４－５
平成１６年
９月２１日 とび・土工工事業 建設業の廃止

（特－１３）第３５５号 平成１３年
１１月２日 秦建設� 三谷 政光 今治市八町東３－２－

６
平成１６年
９月２７日

土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－１４）第１８５０号 平成１４年
１０月３０日 �上諏訪土建 上諏訪正人 松山市泊町５７５ 平成１６年

９月２８日 建築工事業 建設業の廃止
（一部廃業）

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和三間線
西予市宇和町下川２９９５番地先から

同町下川２９９１番地先まで

旧 ７．８～１７．０
８．０～２６．９

０．１９６
０．１３９

新 ８．８～３４．２ ０．２１２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和三間線
西予市宇和町下川２９９５番地先から

同町下川２９９１番地先まで
平成１６年１０月２６日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１６松局建（開）第１０号

平成１６年１０月１２日
北条市八反地字五反地甲１４９０番３

松山市東長戸二丁目６番９号
メゾン・デ・フルール１０３号
金 子 典 男

愛 媛 県 報平成１６年１０月２６日 第１６０４号

１０７８



公 告

選挙管理委員会告示

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１６年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

パソコンネットワーク学習システムの購入

� 購入物品名及び数量

パソコンネットワーク学習システム一式（サーバー機

器２台、パソコン８２台、コピー機２台、プリンター２８台

、プロジェクター２台、スキャナー３０台ほか知事が指定

するソフトウェア一式、搬入、据付け、配線、調整等一

式を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 納入期限

平成１７年２月１５日

� 納入場所

愛媛県立今治北高等学校及び愛媛県立大洲高等学校

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので

、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者で

あるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金

額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ

と。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「機械器具類」について平

成１６年度及び平成１７年度の製造の請負等に係る一般競争入

札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項

に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 納入期限までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にな

い者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわ

たり円滑に実施できる者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の

交付場所及び問い合わせ先

愛媛県総務部管理局総務管理課用品調達係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９４１―２１１１ 内線３０３５

� 入札書の受領期限

平成１６年１２月１４日（火）午後２時

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１６年１２月１４日（火）午後２時

愛媛県総務部管理局総務管理課会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５

条から第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入

札書に、この公告に示した物品を納入できることを証明

する書類を添付して、入札書の受領期限までに提出しな

ければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められ

た場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入

札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入

札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した

入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づ

いて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary
� Nature and quantity of the product to be purchased：
Computer Network System for Learning，１set

� Time limit of tender：２：００p．m．，１４ December２００４
� For further information，please contact： Supplies
Procurement Section，General Administration Division，
General Affairs Department，Ehime Prefectural
Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime
７９０―８５７０ Japan
TEL０８９―９４１―２１１１ Ext３０３５

�愛媛県選挙管理委員会告示第８６号
愛媛県選挙管理委員会規程の一部を改正する規程を次のよ

うに定める。

平成１６年１０月２６日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

愛媛県選挙管理委員会規程の一部を改正する規程

愛媛県選挙管理委員会規程（昭和４５年１１月１７日愛媛県選挙

管理委員会告示）の一部を次のように改正する。

愛 媛 県 報平成１６年１０月２６日 第１６０４号

１０７９



別表西条地方書記長の項所管区域の欄中「、東予市、」

を「及び」に改め、「及び周桑郡」を削り、同表松山地方

書記長の項同欄中「北条市」の下に「、東温市」を加える

。

附 則

この規程は、平成１６年１１月１日から施行する。

平成１６年１０月２６日 印刷
平成１６年１０月２６日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円１０８０

愛 媛 県 報平成１６年１０月２６日 第１６０４号


